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募集要項＿10 

企画提案書の内容 

企画提案書【様式２】は原則20ページ以

内とあり、（１）～（５）の各項目が必須

とあるが、（３）～（５）については別様

式【４】～【６】に記載とある。 

この場合、20ページ以内というのは【様

式４～６】も含むのか（＝【様式２】の中

に、該当資料を入れ込む必要があるか）、

もしくは（３）～（５）については【様式

４～６】にて代替されるため、20ページ以

内に含めなくてよいのか。 

 

 

 

 

 

企画提案書は、様式２を鑑として

、項目（３）（４）（５）について

は様式【５】【６】【４】を使用し

て20ページ以内で作成してください

。 

2 仕様書＿5.(1) 

市町村等への伴走

支援 

「集落点検の活用」および「中間支援機

能の強化」は必須とのことだが、集落点検

のみ実施希望する市町村がいた場合はどう

対応すべきか。 

 

 

「集落点検の活用」及び「中間支

援機能の強化」は移住者受け入れの

ための地域の基盤づくりを目的とし

ており、相互の支援を組み合わせて

地域における持続的な仕組みづくり

を促進していくことが重要であると

考えます。 

地域の実情や市町村の希望にあわ

せた支援の手法及び内容を、企画提

案の中でご提案いただければと思い

ます。 

 

3 仕様書＿5.(1) 

市町村等への伴走

支援 

①のエ「移住希望者とのマッチング支援

」の、「移住体験ツアー参加者等」の範囲

について。 

・項目ウの今年度の移住体験ツアーの参加

者に限定されるのか？ あるいは過年度の

移住体験ツアー参加者も対象となり得るか

？（別事業プログラムの参加者も対象とな

るか） 

・項目ウの今年度ツアー参加者に限

定しません。本事業による過年度の

ツアー参加者も対象とします。 

別事業プログラムの参加者は原則

として想定していませんが、必要に

応じて県と受託事業者で協議を行う

予定です。 

 



・また、「～参加者等」とあるが、どうい

った範囲までを想定しているか？ 

 

・ツアー参加者とともに移住を検討

する家族を想定しています。 

なお、支援メニュー項目ウ～オは

、伴走支援を行う市町村の状況に応

じて工夫して実施するものであるこ

とにご留意ください。 

 

4 仕様書＿5.(2) 

担い手確保支援 

本項目において、「副業・兼業人材

の活用」と「市町村の担い手不足」の

どちらが主目的（優先事項）となるか

？例えば市町村の担い手不足において

副業・兼業人材活用よりも有効な手立

てがあるとなった場合に、そちらをモ

デル化・実証することは可能か？ 

 

本項目では、地域における担い手

不足の解消に向けて、自治体が取り

組める仕組みづくりを実証し、他の

市町村に展開可能なモデルを構築す

ることが目的です。事業を進める上

で副業・兼業人材活用よりも効果的

な手法が見いだされた場合は、手法

の変更について県と受託者とで協議

を行います。 

ただし、個別具体的で汎用性に乏

しい手法にとどまることは望ましく

ないと考えます。 

 

5 仕様書＿5.(2) 

担い手確保支援 

①の2行目「～分野及び業務の累計を設

計」の「累計」は「類型」の誤りか？ 

 

記載に誤りがありました。申し訳

ございません。正しくは「類型」で

す。 

 

6 仕様書＿5.(2) 

担い手確保支援 

・①では「市町村における～とあり、

②では「市町村や地域事業者等の～」

とある。対象範囲はどこまでを想定し

ているのか？ 

・「地域事業者等」とは具体的に何を

指しているのか？ 

 

・対象範囲は、モデル市町村の全域

を想定していますが、規模や地域の

実情に応じて範囲を限定し実証する

ことを妨げるものではありません。 

・地域事業者等とは、担い手を必要

とする地域の事業所・企業や業界団

体などを想定しています。 

市町村が行う担い手確保において

は、このような地域事業者等との連

携が不可欠であると考えます。 

 

 

 


